
指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680101No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
保育サービスの充実

幼稚園・保育園合同観劇会実行委員会補助事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣 瀬 敏 文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

幼稚園児、保育園児の連携を密にするとともに、幼稚園児、保育園
児が一同に会し、観劇会を開催する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

3 3

幼保合同観劇会実行委員会年３回開催。幼保合同観劇会２回（午前・午後１回）。実行委員会１１名、幼稚園長
代表４名、幼稚園母の会代表２名、保育園代表３名

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

幼保観劇会実行委員会開催数
幼保合同観劇会

回
回

市内幼稚園の年中・年長児 人

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

観劇会に参加した市内の幼稚園・保育園の園児
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

参加園児数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
楽しみをともにすることで、連帯感が生まれより深い交流を図るこ
とができる 園児数の割合 （参加園児数／4、5歳の在園児） ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
保育園の待機児童数 人

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値

2 2

25 26 27 28 29 30
回

単位
①
②
③

回
1,028 1,057人
1,611 1,607

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

100 100％

0 0人

320 320 0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

320 320 0 0 0 0
167 430 0 0 0 0千円

45 1 125 1× × × × × ×

487 750 0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0
0人

A＋B＋C
0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680101 幼稚園・保育園合同観劇会実行委員会補助事業
様式1-2

平成１０年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

市内の幼稚園・保育園の交流を図るために開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

参加児童数の増加に伴う会場への搬送手段と安全確保。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
幼保園児の交流と児童の情操教育の助長

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

■

□

幼保の交流の場が無くなるとともに、児童の情操教育の向上の機会
が減る

できる

できない

□

■
参加した園児等の満足度は高い

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

保育園運営事業類似事業名

■ある

ないない 保育園運営事業に統合する□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ ■ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性未評価年度 未評価年度 未評価年度

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

平成２７年度から保育園運営事業に統合して事業を行う。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市幼稚園・保育園合同観劇会事業補助金交付要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680102No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
保育サービスの充実

保育園運営事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣 瀬 敏 文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

保育園にて園児の保育を実施している事業
①公立保育園 ７園（直営）
②私立保育園 ３園（民間）
通常保育及び特別保育の提供、民間化の保育園②は管理運営を委託
あるいは補助をする。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

10 10 10

市内１０保育園で8:00～16:00までの通常保育及び一部延長保育の実施。
６園で保護者の緊急的な都合による一時的な保育の実施。
私立の天王保育園は日曜日・祝祭日の8:00～16：00までの休日保育、22:00までの夜間延長保育及び緊急２４時
間対応保育を実施。

10 10

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

保育園数
開園日数

園
日

年齢別数 クラス

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 平成２６年度から黒笹保育園が指定管理から民間移管となった。

平成２７年度から莇生保育園が公立から民間移管となった。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①入園している児童
②保護者

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

入園児童数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①安全に楽しく過ごすことができる
②安心して働くことができる 子どもの様子を園と情報交換がされている保護者割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
保育園の待機児童数 人

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
10

293 293 293 293 293

25 26 27 28 29 30
園

単位
①
②
③

日 293
66 67 68 68 68クラス 68

1,094 1,067 1,115 1,115 1,115

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 1,115

88.7 90.9 92 93 94％ 95

0 0 0 0 0人 0

576,439 597,373 843,287 861,480 869,000

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 869,000
14,532 41,741 65,200 65,200 65,200 65,200
22,951 37,250 38,210 37,400 37,400 37,400

0 0 0 0 0 0
186,008 192,689 183,002 183,000 183,000 160,000
352,948 325,693 556,875 575,880 583,400 606,400
14,925 10,153 14,019 14,019 3,202 14,019千円

877 4 520 5 700 5 700 5 70 5 700 5
1,920 1,224 2,000 2,000 2,000
× × × × × ×

2,000
1,837 856 2,000 2,000 2,000 2,000

593,201 608,382 859,306 877,499 874,202

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

885,019
542人

A＋B＋C
570 771 787 784 794

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680102 保育園運営事業
様式1-2

昭和３３年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

女性の社会進出等で家庭で保育ができないという世帯が増え、そう
した要望に応えるため開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

保育の多様化により、臨時保育士の雇用の増
大

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

新しい子ども子育て制度が平成２７年度から始まり、保育が多様化
されてきている。
保育料の改正、保育時間の見直し等を行う必要がある。
市独自の第三子保育料無料化事業の実施、病児病後児保育事業の実
施について、検討する。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
女性の社会進出と子育て支援の充実を促進する

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

多様な保育需要を満たすため、正規職員の採用を増やし、保育士の
研修等を実施し、保育士のレベルを向上させる。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

幼保合同観劇会実行委員会事業・民間保育園施設整備運営補助事業類似事業名

■ある

ないない
幼稚園、保育園合同観劇会実行委員会補助事
業と民間保育園施設整備運営補助事業を統合
する□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

■ 民間移管又は指定管理制度により、人件費を削減することはできる
が、委託費等が増加する。□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

□

■ 平成２７年度に保育料の見直しを行う。

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

平成２７年度に莇生保育園を民間移管した。
平成２７年度から幼稚園、保育園合同観劇会実行委員会補助事業と民間保育園施設整備運営補助事業を統合して
事業を行う。
平成２７年度に保育料の見直しと保育園の開所時間の見直しを行う。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 児童福祉法 第２４条第１項
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680103No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
保育サービスの充実

保育園修繕事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣 瀬 敏 文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

保育園の老朽化に伴う修繕や、計画的な備品の買い替えを行い、安
全で安心して過ごせる保育環境を整備する。
園庭の芝生の管理については、適正に維持していく。
老朽化による事故の防止のため遊具、ダムウェーター等については
、修繕、更新を行う。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

10 10

園庭芝生化事業：全園
遊戯室空調機取替工事：打越保育園

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

保育園数 園

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

改修を実施した園
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

施設整備園数 園

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
保育環境を向上することができる

環境がよくなった園の数／既存園数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
保育園の待機児童数 人

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30
園

単位
①
②
③

8 8

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

園

80 80％

0 0人

20,106 20,176 0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
75 598 0 0 0 0

20,031 19,578 0 0 0 0
3,426 4,207 0 0 0 0千円

462 2 245 5× × × × × ×

383 0
23,915 24,383 0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0
2,989園

A＋B＋C
3,048

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680103 保育園修繕事業
様式1-2

昭和４０年以降
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

入園児童の増加、保育環境の変化ため、現状の保育園施設を改修す
る必要ができた

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

一部保育園では老朽化が顕著になってきてい
る

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

改修工事等は、事業費の負担が大きい。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
施設の環境変化、および老朽化による改修が必要となっている

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

施設の環境整備、安全確保も併せ老朽化した施設については大規模
改修を行うことで成果が向上される

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

保育園整備事業類似事業名

■ある

ないない 保育園整備事業に統合する。□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ ■ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性未評価年度 未評価年度 未評価年度

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

平成２７年度から保育園整備事業に統合して事業を行う。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 児童福祉法 第２４条第１項
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680105No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
保育サービスの充実

保育園整備事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣 瀬 敏 文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

保育園の施設は、園児増加による新築や園舎の老朽化などにより建
替工事あるいは改修工事を進めてきた。今後とも計画的に整備して
保育環境を充実する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

10 10 10 10 10

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

既存保育園数
既存保育園児数

園
人

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 計画なし

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

みよし市の幼児（３歳～５歳）
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

みよし市の幼児数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
市内の保育園に入園することができる

既存保育園入園児数/計画保育園入園児数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
保育園の待機児童数 人

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
10

1,060 1,076 1,100 1,150 1,200

25 26 27 28 29 30
園

単位
①
②
③

人 1,250

1,987 1,933 2,000 2,000 2,000

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 2,000

74.1 75.2 76 80 83％ 87

0 0 0 0 0人 0

8,820 216,114 36,267 189,670 36,270

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 195,670
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

8,000 0 0 0 0 0
820 216,114 36,267 189,670 36,270 195,670

3,426 1,889 2,748 2,748 2,748 2,748千円
462 2 275 2 400 2 400 2 400 2 400 2× × × × × ×

226 400 400 400 400
12,246 218,229 39,415 192,818 39,418

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

198,818
6人

A＋B＋C
113 20 96 20 99

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680105 保育園整備事業
様式1-2

平成16年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

天王保育園の老朽化に伴う建替えにより保育環境の充実ときたよし
地区の人口増加による保育園入園希望者の解消のため開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容施設の老朽化がすすんでいる。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

建替え工事又は大規模改修は、事業費の負担が大きい。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
老朽化などに伴う建替や改修工事により保育環境の充実

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
現在の計画で新たな保育園入園希望者の対応ができる。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

保育園修繕事業類似事業名

■ある

ないない 保育園修繕事業を統合する。□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど 平成２７年度から保育園修繕事業を統合して事業を行う。

園舎や設備等の改修や修繕、備品等の購入については、年次計画に沿って実施していく。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 児童福祉法 第24条第1項
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680106No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
保育サービスの充実

民間保育園施設整備運営補助事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣 瀬 敏 文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

増加する低年齢児保育需要に対し、民間（認可外）保育施設と協力
して対応してくため、その運営費補助を実施し保育環境並びに運営
資質の向上を図る

民間保育施設
キッズハウスみよし 定員４５人
ちびっこランド（三好ヶ丘） 定員２５人
ちびっこランド（三好中央） 定員２５人

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

19 19

市内の民間保育施設に対し、運営費の補助を行う。
施設定額：１～６人 ４３２千円 ７～１２人 ８６４千円 １３～１８人 １，２９６千円 １９～２４人
１，７２８千円 ２５人～ ２，１６０千円
補助対象児童１人当たり：６千円／月

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市内の保育施設の施設数（保育園・幼稚園・認可外）
市内の民間保育施設入園の延児童数（年間）

園
人

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市内の補助対象の民間保育施設
②市内の民間保育施設に入園の補助対象児童

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

施設数 園
延対象児童数（年間） 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①保育環境等、運営資質の向上を図る
②民間保育施設に通う児童の保護者の負担を軽減する 市内の補助対象の民間施設数 園

民間施設に入園の対象児童数／民間施設入園児童数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
保育園の待機児童数 人

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値

785 625

25 26 27 28 29 30
園

単位
①
②
③

人

3 3

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

園
人 471 338

3 3園
％ 60 54

0 0人

7,614 5,856 0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

7,614 5,856 0 0 0 0
1,480 1,374 0 0 0 0千円

133 3 100 4
0 0

× × × × × ×

9,094 7,230 0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0
3,031園

A＋B＋C
2,410

2119人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680106 民間保育園施設整備運営補助事業
様式1-2

平成１３年度から
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

市立の保育園入園待機児童の解消のため、民間保育施設と協力して
子育て支援を行うため開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

今後民間保育施設に対する需要が増加することにより、運営費補助
金の負担が増加していく。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
民間保育施設環境の充実と待機児童の解消。子育て支援の充実。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
成果の向上には経費の増額は不可欠

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

保育園修繕事業類似事業名

■ある

ないない 保育園運営事業に統合する。□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ ■ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性未評価年度 未評価年度 未評価年度

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

平成２７年度から保育園運営事業に統合して事業を行う。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 民間保育施説運営費補助金交付要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680201No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
幼稚園の振興

幼稚園支援事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣 瀬 敏 文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

幼稚園教育の普及に資するため、幼稚園の設置者に対して運営費の
一部を補助し、また幼稚園児の健全育成及び保護者の研修並びに教
諭の資質向上を目的とした事業を実施することにより、幼児教育の
振興を図る。
園児が集団の場で健康な状態で生活できることを目的として感染症
の治癒証明書文書料を負担する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

9,980 9,638 10,550

私立幼稚園教育振興費補助金 当該年度５月１日現在、市内在住在園児数×９，０００円を支給。
私立幼稚園協会振興補助金 市内全幼稚園の共同事業（観劇会等）に対して補助する。
治癒証明委託 市内私立幼稚園に通う市内在住園児の治癒証明書文書料を負担する。

10,550 10,550

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

幼稚園補助金交付額 千円

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市内私立幼稚園
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

幼稚園数 園

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
幼稚園の運営活動が活性化される

活性化した運営を実施している幼稚園数 園

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
市内保育園・幼稚園児のうち市内幼稚園通園児の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
10,550

25 26 27 28 29 30
千円

単位
①
②
③

6 6 6 6 6

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

園 6

6 6 6 6 6園 6

49.2 46.8 50 50 50％ 50

10,326 9,929 11,004 12,104 12,104

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 04 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 12,104
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

10,326 9,929 11,004 12,104 12,104 12,104
408 378 378 378 378 0千円

55 2 55 2 55 2 55 2 55 2× × × × × ×

235 235 235 235 235
10,969 10,542 11,617 12,717 12,717

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

12,104
1,828園

A＋B＋C
1,757 1,936 2,120 2,120 2,017

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680201 幼稚園支援事業
様式1-2

昭和51年4月及び平成13年4月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

幼児教育の充実を図るため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容保護者の要望の多様化

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

私立幼稚園からは、財政状況が厳しいので、補助額の増加を望む声
がある。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
教育環境の整備及び幼児教育の充実を図る

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
補助金交付により幼稚園運営は現行で十分活性化されている。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市私立幼稚園教育振興費補助金交付要綱 他
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680202No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
幼稚園の振興

幼稚園授業料等補助事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

①私立幼稚園就園奨励費補助金
国の要綱に従い、国から補助を受けて市が実施する事業である。幼
稚園教育の一層の普及を図るとともに、私立幼稚園に在園する幼児
を持つ家庭の所得状況に応じて保護者の経済的負担の軽減を図り、
もって、公・私立間の保護者負担の格差の是正を図るため実施する
②私立幼稚園在園児授業料等補助金
就園奨励費補助に該当しない保護者に対して、経済的負担軽減を図
るために実施する、市単独事業である。
・両補助金とも対象者は、市内に住所を有する満３、４、５歳児の
保護者。入園料及び授業料の一部を補助する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

1,137 1,077 1,100

・私立幼稚園就園奨励費補助金の額を、国の要綱に従い基準額に合わせて対象者へ支給した。
・私立幼稚園在園児授業料補助金の額は、現行の額を継続し支給した。

幼稚園園長会で説明→申請受付→審査→補助金交付決定→支払→変更交付申請→変更交付決定→精算

1,100 1,100

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

補助金交付申請件数
補助金交付金額

件
千円

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

私立幼稚園に在園する子ども（市内在住）を持つ保護者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

私立幼稚園在園児の保護者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
私立幼稚園就園に伴う、保護者の経済的負担を軽減する

経済的負担の軽減が図られた保護者数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

健やかに育ってもらう
市内保育園・幼稚園児のうち市内幼稚園通園児の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
1,100

70,860 108,804 150,228 185,392 179,392

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

千円 232,350

1,137 1,077 1,100 1,100 1,100

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 1,100

1,137 1,077 1,100 1,100 1,100人 1,100

49.2 46.8 50 50 50％ 50

70,860 108,804 150,228 163,416 163,416

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 04 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 163,416
15,022 25,615 31,315 31,632 31,632 31,632

0 0 3,213 2,142 2,142 2,142
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

55,838 83,189 115,700 129,642 129,642 129,642
2,262 2,095 2,095 2,095 2,095 2,095千円

305 2 305 2 305 2 305 2 305 2 305 2× × × × × ×

551 551 551 551 551 551
73,673 111,450 152,874 154,562 154,562

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

174,362
65人

A＋B＋C
103 139 141 141 159

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680202 幼稚園授業料等補助事業
様式1-2

平成10年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

保護者の負担軽減と公立・私立間の授業料の格差是正

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

対象年齢世帯人口の多様化と増加
子ども・子育て支援新制度が施行された

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

保護者から、私立幼稚園在園児授業料等補助金を増額してほしいと
の声が多くある（関心は高い）。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 保護者の経済的負担の軽減と公立・私立幼稚園間の保育料の格差是
正を目的とする

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる■

□

■

□

拡大

縮小
補助対象世帯の第２子以前の年令制限を緩和する
（現行の小学校３年生を１８歳未満に拡大する）

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

多子世帯への経済的支援を拡充することにより、保護者負担をさら
に軽減させられ、少子化対策に有効と思慮される。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大■ □ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

現在保育料は、１８歳未満の児童が３人以上いる場合の３人目以降の「３歳未満児」を無料としているが、対象
を「３～５歳児」まで拡大することが少子化対策並びに多子世帯支援として重要と思料される。これは保育園だ
けでなく幼稚園に通う児童も対象に無料化を同時に実現する必要がある。第３子以降の幼稚園授業料を無料化す
る場合には、私立幼稚園就園奨励費補助金に上乗せ補助を行う方法が考えられる。よって、今後とも引き続き私
立幼稚園に就園する保護者に対し補助していく。一方で、市内私立幼稚園から施設型給付の幼稚園への移行の相
談があれば、就園奨励費補助金から施設給付へ変更する。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱 他
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680302No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

親子通園事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

保健センターとの連携により、発達に心配のある概ね1歳から3歳ま
での就園前の乳幼児を対象に親子で通園し、遊びを通して日常生活
の指導や親子関係を育て、子どもの心身の発達を促すとともに親同
士の交流を深める。
【実施施設】
明知保育園内

【実施形態】
通 年 利 用：定員６０人、２歳児週２回、１歳児週１回
短期コース利用：定員１０人の１クール１０回、年間３グループ

に分け実施

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

87 51

①教室の実施
②勉強会の開催
③就園相談

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

教室参加者数
療育研修（勉強会）の開催回数

人
回

発達心理相談実施回数 回

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 H27から680321児童発達支援事業へ統合

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

1歳から未就園児の精神発達に問題があると思われる概ね3歳までの
児と保護者

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

1歳6か月児健診の精神発達要観察児数 人
3歳児健診の精神発達要観察児数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①療育活動の場に親子で積極的に参加できる
②就園に向けて相談できる 教室の開催回数 回

通園事業参加者数 人
就園相談を受けた件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリーサポートセンター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値

8 8

25 26 27 28 29 30
人

単位
①
②
③

回
89 105回
218 196

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人 118 97

190 180回
人
件

87 51
15 14

1,234 697件
回 1,986 1,933

5,296 5,417 0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
69 52 0 0 0 0

5,227 5,365 0 0 0 0
223 3,091 0 0 0 0千円

30 2 300 3× × × × × ×

5,519 8,508 0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0
25人

A＋B＋C
43
8847人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680302 親子通園事業
様式1-2

平成１７年８月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

豊田市子ども発達センターの母子通園を利用していたが、対象者の
増加に伴い、豊田市の施設だけでは対応が難しくなり、本市独自の
拠点施設が必要となり開所した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容定員より多い親子が通園している。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

・専門職員が不足している。
・健診により早期発見・早期治療を勧めることにより、対象児及び
利 用児の増加が予想される。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 発達がゆっくりなお子さんや子育てに不安を感じている保護者が親
子で通園し、保護者とともにお子さんの育ちを支援する。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
保育園の空き教室を有効に利用し教室を実施しているため。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

児童発達支援事業類似事業名

■ある

ないない H27から事業を統合して実施していく□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ ■ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性未評価年度 未評価年度 未評価年度

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

H27から680321児童発達支援事業へ統合

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市親子通園事業実施要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680303No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

こども相談・虐待防止事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀨敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

児童虐待防止法及び児童福祉法の一部改正により、平成17年4月1日
から虐待通告を含めた子どもの相談に関する相談窓口を開設した。
平成19年度には、みよし市要保護児童対策協議会を設置した。
平成20年度には、生後４か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤

ちゃん事業）として、お誕生はがきにより把握した家庭を対象とし
、生後４か月を迎えるまでの間に１回訪問し、育児に関する不安や
悩みの聴取相談にあたる。平成21年度より生後４か月までの全戸訪
問事業（こんにちは赤ちゃん事業）を全家庭に実施。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

222 287 287

①子ども相談窓口の設置
②みよし市要保護児童対策地域協議会（代表者会議・実務者会議・個別ケース検討会)・会議の開催

287 287

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

こども相談窓口の相談実件数
みよし市要保護児童対策地域協議会会議の開催回数

件
回

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

18歳未満の児童及び保護者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

18歳未満の児童数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①相談することにより子育てのストレスが軽減できる
②対象者にとって必要な関係機関に紹介できる 他機関紹介件数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
287

13 13 13 13 13

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

回 13

13,089 12,911 12,911 12,911 12,911

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 12,911

44 6 6 6 6件 6

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

2,021 2,078 2,970 2,970 2,970

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 2,970
0 994 920 920 920 920

1,149 801 920 920 920 920
0 0 0 0 0 0
0 0 15 0 0 0

872 283 1,115 1,130 1,130 1,130
9,242 12,904 8,561 8,561 8,561 0千円

831 3 1,145 2 831 3 831 3 831 3
5,040

× × × × × ×

461 728 461 461 461
11,724 15,710 11,992 11,992 11,992

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

2,970
1人

A＋B＋C
1 1 1 1 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680303 こども相談・虐待防止事業
様式1-2

平成17年4月1日
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

虐待防止法および児童福祉法の改正により、市町村が児童相談に関
する一義機関として位置づけられたこと。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

児童虐待に対する社会の関心が高まってきて
いる。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

専任職員の確保（再任用・保育士有資格者が困難）
訪問を断る家庭のフォローができていない。
ハイリスク家庭への調整と連携

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 虐待の通告先に新に市町村が入り、児童相談に関する一義的機関と
して市町村が位置づけられ体制の見直しが必要となった。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
関係機関の連携を円滑にし、こども相談窓口の周知を図る。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 虐待防止法・児童福祉法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680304No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

児童育成計画推進事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

子ども・子育て支援法に規定する市町村子ども・子育て支援事業計
画に位置付けた「みよし児童育成計画」に係る児童育成計画審議会
を開催し、事業の進捗状況等を検証する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

2 4 1

児童育成計画審議会を開催し、計画に記載記載された事業の進捗状況について検証や計画の見直しなどを検討す
る。

1 1

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

児童育成計画審議会開催数 回

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 子ども子育て支援法に基づくみよし市児童育成計画の進捗状況等について、審

議会にて検証する。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①市内に住むすべての子ども
②市内世帯数

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

１８歳未満の人口 人
市内世帯数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①子どもが地域、家庭、学校などの様々な団体の中で他人と共存、
共助できる人間に成長することができる
②家庭、職場、地域で心身ともに負担やストレスを感じることなく
子育てができる

親子通園ルームふたば「入園者」 人
要保護児童対策協議会3月実務者会議で検討した児童数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
1

25 26 27 28 29 30
回

単位
①
②
③

13,784 12,911 12,911 12,911 12,911

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
世帯

12,911
22,299 22,031 22,800 23,050 23,300 23,550

81 51 51 51 51人
人

51
22 24 24 24 24 24

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

1,734 3,364 78 157 157

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 1,059
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

1,734 3,364 78 157 157 1,059
1,483 1,374 138 138 138 138千円

200 2 200 2 20 2 20 2 20 2 20 2× × × × × ×

346 3,363 78 78 78 78
3,563 8,101 294 373 373

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1,275
0人

A＋B＋C
1 0 0 0 0
0 0 0 0 00世帯

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680304 児童育成計画推進事業
様式1-2

平成１１年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

次世代育成支援対策推進法の公布により地方公共団体に「行動計画
」の義務付けがされたため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

少子化・核家族化・女性の社会進出等子育て
の環境が変化している。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

平成２６年度に策定した児童育成計画の進捗状況の検証等をするた
め、市民からの公募委員を委嘱する。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
児童育成計画を策定し、推進するため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
法令により設是が必要なため

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 子ども・子育て支援法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680305No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

ひとり親家庭相談・自立支援支援事業（母子相談・母子自立支援事業） 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

①家庭相談員を設置し、児童の非行、家庭環境、心身障害、知的言
語発達障害等に関する相談を、電話、面接にて実施。また、福祉サ
ービスの紹介を行うことにより、家庭における児童の福祉の向上を
図る。
②母子自立支援員を配置し、福祉に欠ける児童と配偶者のいないそ
の母親に対し、母子生活支援施設へ入所保護し、母子家庭の生活と
自立の促進を行う。
③=母子家庭の母親、または父子家庭の父が自立のための適職に就く
のに必要と認められた場合、教育訓練の受講のため、自立支援教育
訓練給付金支給事業,高等技能訓練促進費等支給事業を行う。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

222 287 287

①家庭相談員を設置し、相談業務の充実
②母子生活支援施設への入所保護
③助産施設への入所措置
④短期入所生活援助

287 287

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

こども相談窓口の相談実件数
母子自立相談

件
件

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

18歳未満の児童及び保護者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

18歳未満の児童数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
対象者にとって必要な関係機関に紹介できる

母子生活支援施設入所世帯数 件
助産施設入所者数 件

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てをしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
287

49 57 57 57 57

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

件 57

13,784 12,911 12,911 12,911 12,911

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 12,911

1 1 1 1 1件
件

1
0 0 1 1 1 1

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

2,086 2,492 8,307 8,307 8,307

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 8,307
730 1,109 4,341 4,341 4,341 4,341
365 86 1,686 1,686 1,686 1,686
0 0 0 0 0 0
0 0 94 94 94 94

991 1,297 2,186 2,186 2,186 2,186
3,444 6,193 6,193 6,193 6,193 433千円

63 2 63 2 63 2 63 2 63 2 63 2
2,976 5,760 5,760 5,760 5,760
× × × × × ×

5,530 8,685 14,500 14,500 14,500

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

8,740
0人

A＋B＋C
1 1 1 1 1

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680305 ひとり親家庭相談・自立支援支援事業（母子相談・母子自立支援事業）
様式1-2

平成22年1月4日
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

市制に伴い社会福祉法第１４条の規定により福祉事務所の設置が義
務づけられたため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

母親の育児能力が低下している
母子家庭自立支援事業と統合する。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

今後このような、状態の保護者の拡大が予想される。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
家庭児童相談室の設置が必要となったため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
広く市民にアピールし、重篤に至る前に相談し問題解決を図る。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 社会福祉法第14条の6項
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680306No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

放課後児童健全育成事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

保護者の就労等により家庭での監護養育に欠ける児童を対象に学校
の空き教室などを利用し、保護者が帰宅するまで、指導員のもとで
自主活動、遊びを中心とした生活の場所を提供する。
開設日：通年利用は、毎週月曜日から金曜日までの開校日。

長期休暇中のうち、夏季休暇は、第２クラブを３クラブ開
設する。
また、月の連休及び元旦を除いた祝日を3児童クラブにて開
所。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

4,055 4,152 4,152

夏休み期間は中部、北部、三好丘小学校の3ヶ所を加え実施した。通年利用料は、月額4,860円、8月期のみ月10,
500円徴収した。

4,152 4,152

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

児童クラブ利用延べ人数 人

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①みよし市内小学1～4年生の児童(含む特殊）
②入所を希望する児童
③みよし市内小学1～6年生の児童(含む特殊）

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

小学1～4年生の児童数 人
入所を希望する児童数 人
小学1～6年生の児童数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
入所希望保護者の児童を入所できるようにする

入所児童数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
4,152

25 26 27 28 29 30
人

単位
①
②
③

2,761 2,698 2,698 2,698 2,698

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人
人

2,698
360 390 540 540 540 540

4,361 4,241 4,241 4,241 4,241 4,241
377 372 400 400 400人 400

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

53,421 60,704 167,612 92,930 182,440

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 129,150
0 0 9,363 11,000 32,000 18,000

20,666 21,797 9,363 11,000 20,000 18,000
0 0 0 0 0 0

20,523 22,538 18,982 20,440 22,070 23,340
12,232 16,369 129,904 50,490 108,370 69,810
6,382 5,345 5,345 5,345 5,345 5,345千円

492 3 600 2 600 2 600 2 600 2 600 2
910 1,224 1,224 1,224 1,224

× × × × × ×
1,224

807 868 868 868 868 868
60,610 66,917 173,825 99,143 188,653

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

135,363
22人

A＋B＋C
25 64 37 70 50
172 322 184 349 251168

14 16 41 23 44 32
人
人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680306 放課後児童健全育成事業
様式1-2

平成11年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

昼間就労等で保護者がいない家庭の増加に伴い、学童保育の実施に
対する要望が高まったため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

放課後児童健全育成事業運営費補助事業と統
合する

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

子ども子育て関連３法の成立により早ければ、平成２７年度より６
年生まで対象児童が拡大される見込みで今後の利用人数は増加する
ものと考えられるが、北部児童クラブは平成２８年度より空き教室
がなくなる見込みのため、平成２７年度内にクラブ室の整備が必要
となる。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 保護者の就労等により家庭での監護養育に欠ける児童を支援するた
め

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる■

□

■

□

拡大

縮小
子ども子育て支援法の規定により、６年生までが対象と法定化され
たため。

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

小学校の空き教室を利用し、児童クラブが実施可能となれば定員枠
を増やすことができる。

ある 庁内事業

庁外事業

■ □

■

放課後子ども教室類似事業名

■ある

ないない 教育委員会所管事業のため調整が必要□ □

ある

ない

ある

ない

■
教育委員会が同事業を取り組むこと。

□

■
放課後児童クラブ事業を委託事業として民間活力を導入する。

□

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大■ □ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↓ 削減 ↓ 減額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

小学校の空き教室が無く、今後も放課後児童クラブを開設するための施設の確保が難しい。
しかしながら、共働き世帯からの放課後児童クラブの利用ニーズは益々高まっており、さらに子ども子育て関連
３法の成立により,早期に６年生まで対象児童を拡大する必要がある。よって今後は、全校で２クラブの開所を
目指して準備を進めていく。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 児童福祉法
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680308No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

ファミリーサポート事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀨敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

「仕事と育児の両立のために」を目標に「子育てを助けて欲しい」
（依頼会員）「子育てのお手伝いをしたい」（援助会員）と思って
いる方が、会員となり、お互いに助け合いながら活動する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

218 161 161

①会員の募集、登録
②講習会・説明会の実施
③援助活動の調整
④交流会の開催
⑤ファミサポ通信の発行

161 161

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

依頼会員数
援助会員数

人
人

両方会員数 人

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

①0歳から小学校6年生までの児童をもち、子育てを手伝って欲しい
願望のある市民
②20歳以上の市民で依頼会員を引き受けることができる市民

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

0歳から小学校6年生までの児童数 人
20歳以上の市民（20歳～64歳） 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①依頼会員になるために、ファミリーサポートにきてもらう
②援助会員になるための講習会を受けることができる
③会員の交流を深め情報交換の場を利用して会員同士の親睦を図る
ことができる

講習会の回数 回
交流会の回数 回

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
161

35 31 31 31 31

25 26 27 28 29 30
人

単位
①
②
③

人 31
34 29 29 29 29人 29

9,031 8,782 8,782 8,782 8,782

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人

8,782
35,768 35,721 35,721 35,721 35,721 35,721

5 5 5 5 5回
回

5
2 2 2 2 2 2

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

2,268 2,252 3,402 3,113 3,813

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 4,402
0 666 1,074 907 907 1,074

916 666 1,074 907 907 1,074
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

1,352 920 1,254 1,299 1,999 2,254
2,288 3,358 2,251 2,251 2,251 0千円

68 2 200 2 68 2 68 2 68 2
1,783 1,984 1,783 1,783 1,783
× × × × × ×

115 115 115 115 115
4,671 5,725 5,768 5,479 6,179

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

4,402
1人

A＋B＋C
1 1 1 1 1
0 0 0 0 00人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680308 ファミリーサポート事業
様式1-2

平成17年10月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

女性の社会進出、就労形態の多様化により短時間の保育を必要とす
る人が増え、少子化対策事業として仕事と育児の両立支援の必要性
が高まってきた。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

保護者の保育ニーズの多様化により、今後、益々短期間・短時間の
保育、病児・病後児の支援を必要とする保護者がかくだいしてくる
。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 地域において組織化し、仕事と育児の両立等を支援し安心して子育
てできる環境づくりが必要。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

会員登録を増やすため、機関紙や広報、ホームページ等で市民に周
知する。講習会の開催により支援体制の拡充を図る。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ ■ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど ファミサポ通信や広報を活用し、会員登録の方法や援助内容について周知を図る。

病児・病後児預かりの実施に向けてスタッフ養成講座を開催する。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 児童育成計画
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680309No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

遺児手当支給事務 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

みよし市に居住する18歳に達する年度末までの児童で、父母が婚姻
を解消した児童、父または母が死亡した児童、父または母が規則で
定める障がいの状態にある児童等である遺児を養育する者に、みよ
し市遺児手当を支給する。手当の額は、遺児1人につき月額2,500円
とする。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

7,722 7,517 7,517

みよし市に居住する18歳に達する年度末までの児童で、父母が婚姻を解消した児童、父または母が死亡した児童
、父または母が規則で定める障がいの状態にある児童等である遺児を養育する者に、みよし市遺児手当を支給す
る。申請を受け付け、審査の結果、認定となった場合は、遺児手当を支給する。

7,517 7,517

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

手当支給延件数 件

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

みよし市に居住する18歳に達する年度末までの児童で、父母が婚姻
を解消した児童、父または母が死亡した児童、父または母が規則で
定める障がいの状態にある児童等である遺児を養育する者

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

市内在住で所得制限限度額内の母子父子家庭の児童数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
子育てにかかる経済的負担が軽減される

受給家庭数 世帯

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
7,517

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

659 662 662 662 662

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 662

434 425 425 425 425世帯 425

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

19,303 18,793 21,755 20,047 20,047

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 20,047
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

19,303 18,793 21,755 20,047 20,047 20,047
1,035 2,504 2,504 2,504 2,504 2,404千円

84 3 350 2 350 2 350 2 350 2 350 2
100 100 100 100 100

× × × × × ×

23 23 23 23 23 23
20,361 21,320 24,282 22,574 22,574

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

22,474
31人

A＋B＋C
32 37 34 34 34

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680309 遺児手当支給事務
様式1-2

昭和49年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

児童扶養手当（国制度）、愛知県遺児手当（愛知県制度）と同様の
趣旨により、母子家庭等の財政援助制度として開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

児童扶養手当（国制度）、愛知県遺児手当（愛知県制度）を補完す
る制度として実施しているが、支給額について近隣市の状況等によ
り検討が必要。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
遺児の健全な育成と福祉の増進を図る

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
例規に基づく手当支給事務であり成果を求めるものではないため

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

児童扶養手当支給事務、愛知県遺児手当（愛知県事業）類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市遺児手当支給条例
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680310No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

児童扶養手当事務 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀨 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭等の生活の安定と児童の福
祉の増進のため、支給要件に該当する児童を監護する母、父または
養育者に児童扶養手当を支給する。所得制限があり、受給者または
扶養義務者の所得に応じて一部支給停止または支給しない。
【支給月】4月、8月、12月の年3回 【国庫補助】1/3

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

45 33 33

児童扶養手当認定請求、各種届出等の受付及び審査、手当支給

33 33

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

認定件数 件

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市内在住の児童扶養手当支給対象年齢児童を養育する母、父、父母
以外の養育者

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

手当申請有資格者 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
子育てにかかる負担が軽減される

受給資格者のうち、実際に手当を受給している家庭数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
33

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

364 376 376 376 376

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 376

325 312 312 312 312人 312

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

147,513 143,637 158,854 159,453 159,453

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 159,453
49,435 48,768 52,382 53,000 53,000 53,000

0 0 41 41 41 41
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

98,078 94,869 106,431 106,412 106,412 106,412
5,027 2,704 2,704 2,704 2,704 2,404千円

425 3 350 2 350 2 350 2 350 2 350 2
300 300 300 300 300

× × × × × ×

454
152,994 146,341 161,558 162,157 162,157

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

161,857
420人

A＋B＋C
389 430 431 431 430

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680310 児童扶養手当事務
様式1-2

昭和37年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

児童扶養手当法施行

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

全国的には、事実婚に関する実態が法令・通達と合致しない事例が
散見されており、市の実態調査を徹底するよう国が求めている。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

■

□

法定受託事務

自治事務

児童扶養手当法

□

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

□

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
□

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

□

□

できる

できない

□

■
法に基づく手当支給事務であり成果を求めるものではないため

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

遺児手当支給事務、愛知県遺児手当（愛知県事業）類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680313No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

子育て支援センター運営事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀨 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

地域子育て支援活動の実施
なかよし地区子育て支援センター（わかば保育園）
きたよし地区子育て支援センター（莇生保育園）
みなよし地区子育て支援センター（打越保育園）
三好丘地区子育て支援センター（みどり保育園）
ふれあい広場（イオン三好店）
ふれあい広場（カリヨンハウス）
【平成２１年度から別途実施】
黒笹地区子育て支援センター （黒笹保育園）

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

120 120 120

市内５地区（なかよし地区：わかば保育園内、きたよし地区：莇生保育園内、みなよし地区：打越保育園内、三
好丘地区：みどり保育園内、黒笹地区：黒笹保育園内）と市内保育園において、子育て支援のための事業を計画
、実施する。
事業内容：わくわく教室、ぴよちゃんルーム（１０園毎月１回）、育児講座（人形劇、親子ビクス）情報誌の発
行

120 120

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

わくわくルームの実施回数
ぴよちゃんルームの実施回数

回
回

あかちゃんルームの実施回数 回

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市内の３歳未満児
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

３歳未満児の人数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①子育ての悩みを軽減・解消することができる
②明るく楽しく子育てができる
③母親同士の交友関係ができる わくわくルーム延べ参加親子数 組

ぴよちゃんルーム延べ参加親子数 組
あかちゃんルーム延べ参加親子数 組

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
120

120 120 120 120 120

25 26 27 28 29 30
回

単位
①
②
③

回 120
80 80 80 80 80回 80

1,931 1,884 1,884 1,884 1,884

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 1,884

1,368 1,313 1,313 1,313 1,313組
組
組

1,313
1,634 1,562 1,562 1,562 1,562 1,562
714 759 759 759 759 759

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

8,417 19,337 26,114 121,500 27,500

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 27,500
0 0 4,200 44,200 4,200 4,200
0 0 4,200 4,200 4,200 4,200
0 0 0 0 0 0

166 104 228 200 200 200
8,251 19,233 17,486 72,900 18,900 18,900
1,524 1,717 1,412 1,412 1,412 0千円

137 3 125 4 137 3 137 3 137 3× × × × × ×

461 26 461 461 461
10,402 21,080 27,987 123,373 29,373

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

27,500
5人

A＋B＋C
11 15 65 16 15

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680313 子育て支援センター運営事業
様式1-2

平成８年（なかよし地区子育て支援センター）
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

核家族化に伴い、子育てに悩みを抱く親が増え、その不安を解消す
るため開始した。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容利用者の増加

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

母親の子育てに対する悩みの解消、育児相談、育児に対する支援の
要求が高まっているため、今後子育て支援センターの増設を考えて
いく必要がある。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
子育ての不安の解消。子育て支援の充実

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
支援センター職員に向けての研修

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大■ □ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

子育て支援事業の拠点として、中央図書館跡地に、子ども総合支援センターを設置する。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 地域子育て支援拠点事業実施要綱（愛知県）
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680314No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

児童手当支給事務（子どものための手当支給事務） 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

平成24年4月改正の児童手当法に基づき、家庭等における生活の安定
に寄与するとともに、児童の健やかな成長に資することを目的とし
て、児童を養育する者に児童手当を支給する。
平成24年6月以降は、所得制限の導入により、限度額超過の場合は特
例給付を支給する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

6,479 6,378 6,400

市内在住で、0歳から中学校修了前までの児童を養育する者に児童手当または特例給付を支給した。

6,450 6,500

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

手当支給件数 件

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

中学校修了前までの児童を養育している申請者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

申請者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
子育てにかかる負担が軽減される

負担が軽減されたと感じた人/受給者数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリー・サポート・センター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
6,550

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

6,479 6,378 6,400 6,450 6,500

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 6,550

100 100 100 100 100％ 100

1,234 697 697 697 697件
回

697
1,986 1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

1,307,903 1,291,236 1,280,379 1,301,542 1,301,542

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 1,301,542
927,065 904,577 895,325 895,000 895,000 895,000
198,945 194,337 191,803 191,000 191,000 191,000

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

181,893 192,322 193,251 215,542 215,542 215,542
8,788 5,838 5,838 5,838 5,838 5,838千円

432 5 850 2 850 2 850 2 850 2 850 2
780 0 0 0 0

× × × × × ×
0

1,383 530 530 530 530 530
1,318,074 1,297,604 1,286,747 1,307,910 1,307,910

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1,307,910
203人

A＋B＋C
203 201 203 201 200

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680314 児童手当支給事務（子どものための手当支給事務）
様式1-2

平成24年4月
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成24年4月改正の児童手当法に基づき、法定受託事務として市町村
が事務を行うこととなった。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容制度が変わるごとに事務内容が変化している

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

児童手当法に基づいて実施しているが、特例給付の支給がいつまで
実施されるか不透明な状況となっている。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

■

□

法定受託事務

自治事務

児童手当法

□

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

□

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
□

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

□

□

できる

できない

□

■
法定受託事務のため成果をあげるものではないため

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680315No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

パパママ教室事業 主管課名

課長名

健康推進課

松谷 幸市

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

正しい知識や適切な情報・助言により、健全な妊娠・分娩・産褥・
育児が図られるよう支援する。加えて、父性育成、妊婦のコミュニ
ケーションを図ることで、夫婦で安心して妊娠・出産・育児が迎え
られることを目的に教室を実施する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

12 12 12

パパママ教室は、３回コース（１回目マタニティコース・２回目子育てコース・３回目体験コース）で全コース
予約制。３回全ての参加でも１～２回の参加でもよい。周知方法は、広報・ホームページ・保健センター窓口に
ちらし設置・母子健康手帳交付時に案内を配布。内容は、助産師・保健師・管理栄養士、歯科衛生士による講話
や実習、体験育児を行った。

12 12

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

パパママ教室実施回数
パパママ教室受講者数

回
人

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

初妊婦及び配偶者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

初妊婦数及び配偶者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①妊娠・出産・育児に関する情報や知識を得る
②妊娠期から、親同士の仲間作りができる。
③父親の役割を理解し、父性育成ができる。 育児について相談相手のいる母親の割合 ％

パパママ教室を受講し夫の育児参加意欲が高まった割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育てに関する相談件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
12

141 163 200 200 200

25 26 27 28 29 30
回

単位
①
②
③

人 200

634 622 630 630 630

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 630

99 99 99 99 99％
％

99
88.2 95.2 90 90 90 90

2,114 2,049 2,050 2,050 2,050件 2,050

110 121 158 158 160

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 04 01 03

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 160
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

110 121 158 158 160 160
644 778 778 778 778 778千円

19 8 19 11 19 11 19 11 19 11 19 11
80 60 60 60 60

× × × × × ×
60

231 0 0 0 0 0
985 899 936 936 938

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

938
2人

A＋B＋C
1 1 1 1 1

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680315 パパママ教室事業
様式1-2

教室として昭和３７年から
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

母子保健法第9条に基づき、Ｓ３７年から母親学級開始。出生率の増
加に伴い、父性育成を充実させる目的でＨ９年から両親学級を開始
。Ｈ１８年から、パパママ教室に名称変更し、母親学級を母親だけ
でなく夫婦で参加できるものにしている。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

地域の育児力向上のため、教室の中で参加者同志の交流・仲間づく
りの場をより充実させる。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 市町村は母子保健に関する知識の普及に努めなければならないため
。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
教室の周知を行い、教室の内容を充実させる。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 母子保健法第9条
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680316No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

不妊治療費助成金事業 主管課名

課長名

健康推進課

松谷 幸市

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

子供を持ちたいにもかかわらず不妊に悩み治療を行っているみよし
市に住所を有する戸籍上の夫婦に対し、一般不妊検査及び不妊治療
に係る診療費の自己負担金と人工授精にかかる自己負担金の一部を
助成し経済的な支援をする。助成額は年間自己負担額の1/２で１年
度10万円を限度に、通算して２年間までとする。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

57 48 60

市内に住所を有する戸籍上の夫婦を対象に、一般不妊検査及び不妊治療に係る診療費の自己負担金と人工授精の
自己負担金を、年間自己負担額の1/2で10万円を限度に助成する。助成期間は２年間。初めて申請される方は、
保健センターに来所し、助成内容・手続きについて説明を受け、申請書を受け取る。（２回目以降の方は、ホー
ムページから申請書類をダウンロードしていただくこともできる）申請書に必要事項を記入（本人記載、医療機
関記載・証明）の上、領収書・印鑑・保険証を持参し申請する。

55 55

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

不妊治療費助成 申請書交付件数 件

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

みよし市に住所を有する戸籍上の夫婦でみよし市が対象とする不妊
治療費助成を希望する人

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

不妊治療費助成を希望する人数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
不妊治療費助成によって経済負担が軽減し、安心して子供を産み育
てることができる。 負担が軽減された人数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育てに関する相談件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
50

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

57 48 60 55 55

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 50

57 48 60 55 55人 50

2,114 2,049 2,050 2,050 2,050件 2,050

2,400 1,971 2,730 2,503 2,503

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 04 01 03

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 2,275
0 0 0 0 0 0

479 391 224 175 175 158
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

1,921 1,580 2,506 2,328 2,328 2,117
1,279 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717千円

115 3 100 5 100 5 100 5 100 5 100 5
0 0 0 0 0

× × × × × ×

678 302 300 300 300 300
4,357 3,990 4,747 4,520 4,520

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

4,292
76人

A＋B＋C
83 79 82 82 86

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680316 不妊治療費助成金事業
様式1-2

平成１６年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成１６年度から豊田市、国・県が特定不妊治療費助成を開始した
ことから。
平成１９年１０月に愛知県一般不妊治療費助成事業費補助金交付要
綱が施行された。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成24年4月診療分から補助対象経費が一般
不妊治療から人工授精にかかる治療に変更

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

不妊は、プライバシー保護という大きな問題があり、そのため、不
妊治療費助成を希望する人数、対象者が把握できないことから、事
業費の見通しが立たない。
次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図る
ことが目的で行われている事業で廃止することは、不妊に悩む方々
の期待に応えていくことが出来なくなる。
経済的負担の軽減を図ることが目的であり、不妊治療受診者を増加
させることが目的でないため。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 次世代育成支援の一環として、経済的負担の軽減を図ることは公益
性の高いものであり、民間が実施することは困難。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

不妊治療者の把握は困難なため

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 愛知県一般不妊治療費助成事業費補助金交付要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680319No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

子育て世帯臨時特例給付金支給事務 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

子育て世帯珍事特例給付金支給要領に基づき、平成２６年１月分の
児童手当の支給対象児童１人につき１万円を支給する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

5,056 5,380

①対象者へ案内 ②申請受付 ③審査、支給決定 ④決定通知の送付 ⑤給付金の支給

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

手当支給件数 件

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 支給対象が平成２７年６月分の児童手当支給者に、支給額が対象児童１人につ

き３，０００円となった。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

平成２６年１月分の児童手当の受給者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

申請者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
子育てにかかる負担が軽減される

負担が軽減されたと感じた人／受給者数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリーサポートセンターの援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

6,516 6,400

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

100 100％

697 697件
回 1,933 1,933

0 96,504 46,819 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 0
0 96,504 46,819 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 1,374 1,374 0 0 0千円

200 2 200 2× × × × × ×

1,192 1,192
0 99,070 49,385 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0
人

A＋B＋C
15 8

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680319 子育て世帯臨時特例給付金支給事務
様式1-2

平成２６年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

消費税引き上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに子
育て世帯の消費の下支えを図る観点から、臨時的な給付措置として
平成２６年度から実施された。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容平成２７年度に制度の見直しが図られた。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

平成２７年度は、制度を見直して継続された。平成２８年度以降に
ついては未定。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
子育て世帯臨時特例給付金支給要綱

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
子育て世帯臨時特例給付金支給要綱に基づき、全国一律である。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

子育て支援減税手当類似事業名

■ある

ないない 共通する事務処理は、まとめて実施した。□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ □ ■

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↓ 削減 ↓ 減額 ↓ 低下

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

平成２７年度は制度を見直して継続されたが、平成２８年度の実施については未定。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 子育て世帯臨時特例給付金支給要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680320No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

子育て支援減税手当支給事務 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

愛知県子育て支援減税手当給付要領に基づき、平成２６年１月分の
児童手当の支給対象児童１人につき１万円を支給する。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

5,453

①対象者へ案内 ②申請受付 ③審査、支給決定 ④決定通知の送付 ⑤給付金の支給

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

手当支給件数 件

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 平成２６年度に限定した臨時的措置のため、平成２７年度は廃止

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

平成２６年１月分の児童手当の受給者
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

申請者数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
子育てにかかる負担が軽減される

負担が軽減されたと感じた人／受給者数 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリーサポートセンターの援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

6,515

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

100％

697件
回 1,933

0 95,546 0 0 0

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 0
0 0 0 0 0 0
0 95,546 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 1,223 0 0 0 0千円

178 2× × × × × ×

0 96,769 0 0 0

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0
人

A＋B＋C
15

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680320 子育て支援減税手当支給事務
様式1-2

平成２６年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

消費税の引き上げが、子育て世帯の負担を重くし、次代を担う児童
の健全育成に影響を及ぼすことのないよう、特に子育て世帯を支援
するため子育て支援減税手当を給付する。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

平成２６年度の臨時的措置

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
愛知県子育て支援減税手当給付要領

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

□

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

子育て世帯臨時特例給付金類似事業名

■ある

ないない 共通する事務処理は、まとめて実施した。□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ □ □ □ ■

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↓ 削減 ↓ 減額 ↓ 低下

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

平成２７年度は実施していない。

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 愛知県子育て支援減税手当給付要領
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680321No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
子育て支援サービスの充実

児童発達支援事業 主管課名

課長名

子育て支援

廣瀬 敏文

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

・みよし市児童発達支援事業所「よつば」は定員１０人で、心身に
障害のある児童又はその疑いのあり、療育の必要性が認められる概
ね３歳から小学校就学前までの児童を対象とし、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技能の付与及び集団生活への適応訓練を
行う。

・親子通園ルーム「ふたば」は、保健センターとの連携により、発
達に心配のある概ね１歳から３歳までの就園前の乳幼児を対象に親
子で通園し、遊びを通して日常生活の指導や親子関係を育て、子ど
もの心身の発達を促すとともに、親同士の交流を深めてもらう。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

0 4

みよし市児童発達支援事業所「よつば」において、療育等を実施するための開所準備を行った。

10 15

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

児童発達支援事業所「よつば」入所者数
親子通園ルーム「ふたば」教室参加者数

人
人

発達心理相談実施回数 人

27年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 H27から680302親子通園事業を統合

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

・児童発達支援事業所「よつば」の対象は、心身に障がいのある児
童又はその疑いがある概ね３歳から小学校就学前までの児童
・親子通園ルーム「ふたば」の対象は、心身の発達に心配のある概
ね１歳から４歳までの児童

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

１歳６か月児健診の精神発達要観察児数 人
３歳児健診の精神発達要観察児数 人
３歳から５歳児童数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
①療育活動の場に親子で積極的に参加してもらう
②就園に向けて相談してもらう
③集団生活への適応訓練等をしてもらう 児童発達支援事業所「よつば」入所者数 回

親子通園ルーム「ふたば」参加者数 人
親子通園ルーム「ふたば」教室の開催回数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

安心して子育てしてもらう
子育て支援の相談件数 件
ファミリーサポートセンター援助活動の回数 回

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
15

51 51 51 51

25 26 27 28 29 30
人

単位
①
②
③

人 51
105 105 105 105人 105
196 196 196 196

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人
人
人

196
97 97 97 97 97

1,933 1,933 1,933 1,933 1,933
0 4 10 15回

人
人

15
51 51 51 51 51
180 180 180 180 180
697 697 697 697件

回
697

1,933 1,933 1,933 1,933 1,933

0 10,099 17,564 31,374 23,925

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 03 02 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 23,666
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 88 14,400 21,600 21,600
0 10,099 17,476 16,974 2,325 2,066
0 8,929 29,162 38,089 38,089 38,089千円

1,300 2 1,875 3 1,875 4 1,875 4 1,875 4
9,845 12,334 12,334

× × × × × ×
12,334

0 19,028 46,726 69,463 62,014

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

61,755
人

A＋B＋C
97 238 354 316 315
196 482 716 639 637
10 24 36 32 32

人
人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680321 児童発達支援事業
様式1-2

平成２６年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

豊田市こども発達センターを利用していたが、対象者の増加や身近
な場所で療育を受ける必要性が高まり、平成２７年４月に開所。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

平成２７年度は、児童発達支援事業所「よつば」に正規職員の保育
士を２人配置するが、将来のクラス数の増加に伴い、さらに正規職
員を雇用していく必要がある。
児童発達支援事業所「よつば」を拠点とした地域支援の実施に向け
て検討する必要がある。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 心身に障がいのある児童又はその疑いのある児童に対して必要な支
援を行い、児童福祉の増進に寄与するため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

平成27年4月開所の児童発達支援事業所「よつば」は、事業成果をま
だ分析できないため。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

親子通園事業類似事業名

■ある

ないない H27から事業を統合して実施していく□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↑ 増加 ↑ 増額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市児童発達支援事業所設置条例
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680401No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
家庭教育の充実

思春期家庭教育講座事業 主管課名

課長名

教育行政課

鈴木 正憲

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

思春期を迎える青少年の家庭での教育について考える機会を提供し
、家庭教育力の再生・向上を図る。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

4 4 4

思春期の子どもを持つ親のための子育て講座を市内４中学校で実施している。

4 4

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

講座の開催日数
実施校数

日
校

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

思春期の子どもを持つ親
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

中学生を持つ家庭（実家庭）数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
思春期の子どもに対する教育に自信を持ってもらう

講座参加人数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

教育力を高めてもらう
心の電話相談件数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
4

4 4 4 4 4

25 26 27 28 29 30
日

単位
①
②
③

校 4

2,153 2,110 2,100 2,100 2,100

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

世帯 2,100

358 295 360 360 360人 360

76 84 76 76 76件 76

80 80 80 80 80

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 05 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 80
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
80 80 80 80 80 80
430 242 242 242 242 242千円

35 1 50 1 50 1 50 1 50 1 50 1
300 70 70 70 70

× × × × × ×
70

22 22 22 22 22
510 344 344 344 344

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

344
0世帯

A＋B＋C
0 0 0 0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680401 思春期家庭教育講座事業
様式1-2

平成７年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

中学生を持つ親を支援するとともに、保護者自信の成長のきっかけ
づくりとするため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

特に課題・意見はない

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
中学生を持つ親の家庭教育力の向上のため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
魅力ある講座の開催

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

幼児期家庭教育講座、家庭教育学級類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 思春期家庭教育講座事業実施要領
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680402No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
家庭教育の充実

家庭教育学級開催事業 主管課名

課長名

教育行政課

鈴木 正憲

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

家庭教育の基礎となる保護者に対し、家庭教育に関する情報と学習
機会を計画的・継続的に提供し、家庭教育力の向上を図る。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

35 34 35

①説明会の開催1回
②年間事業計画書の提出
③計画にそって各小学校活動・学習会
④講演会等開催ごとに計画書と報告書を提出
⑤全事業が終了したら報告書を提出

35 35

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

事業開催回数 回

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

家庭教育学級開催校ＰＴＡ会員
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

ＰＴＡ会員数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
ＰＴＡ会員が学習することで、家庭の教育力を身につけるようにす
る。 講座参加者数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

教育力を高めてもらう
思春期家庭教育講座の参加者数 人
家庭教育学級の参加者数 人
いきいき子育て講座の参加者アンケート回答数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
35

25 26 27 28 29 30
回

単位
①
②
③

5,904 5,744 6,000 6,000 6,000

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 6,000

917 1,005 1,000 1,000 1,000人 1,000

358 295 360 360 360人
人
件

360
917 1,005 1,000 1,000 1,000 1,000
722 785 730 730 730 730

281 263 338 338 338

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 05 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 338
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

281 263 338 338 338 338
449 551 560 551 551 551千円

20 2 35 2 35 2 35 2 35 2 35 2
300 310 319 310 310

× × × × × ×
310

32 32 32 32 32
730 846 930 921 921

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

921
0人

A＋B＋C
0 0 0 0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680402 家庭教育学級開催事業
様式1-2

昭和49年ごろ
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

社会情勢や教育環境等の変化により、子どもたちの問題行動等が多
発していることにかんがみ、家庭教育力の向上を図るため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成18年12月に教育基本法改正され「家庭教
育」が第10条に明記された。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

特に課題・意見はない

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
家庭教育に関する学習機会等の提供は市の責務であるため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□

アンケート等で保護者から意見を聞き、魅力ある講座を計画しても
らう。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 家庭教育学級実施要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680403No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
家庭教育の充実

いきいき子育て講座開催事業 主管課名

課長名

教育行政課

鈴木 正憲

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

市内各幼稚園、保育園と共催で、毎年１回づつ、保護者に対し、家
庭教育力の向上を目指し、こどものしつけや子育て等の講演会を開
催している。

(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

16 16 16

①開催日時、講師、内容を幼稚園、保育園と協議
②講師依頼をし、予定表作成と託児依頼
③各保育園、幼稚園で講座を開催
④報告書作成

16 16

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

講座開催回数 回

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

保育園、幼稚園に通う子どもを持つ親(実家庭数）
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

保育園、幼稚園に通う子どもを持つ実家庭数 世帯

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
講座に参加した人が子育ての不安や悩みが少なくなる。

講座参加者数 人
参加者のうち、アンケート調査回答者数 人
役立っていると思う親の割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

教育力を高めてもらう
思春期家庭教育講座の参加者数 人
家庭教育学級の参加者数 人
いきいき子育て講座の参加者アンケート回答数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
16

25 26 27 28 29 30
回

単位
①
②
③

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

世帯 2,500

1,807 1,845 1,800 1,800 1,800人
人
％

1,800
722 785 730 730 730 730
99.4 96 99 99 99 99
358 295 360 360 360人

人
件

360
917 1,005 1,000 1,000 1,000 1,000
722 785 730 730 730 730

591 583 790 790 790

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 05 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 790
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

591 583 790 790 790 790
719 921 921 921 921 921千円

30 2 35 2 35 2 35 2 35 2 35 2
496 680 680 680 680

× × × × × ×
680

32 32 32 32 32
1,310 1,536 1,743 1,743 1,743

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1,743
1世帯

A＋B＋C
1 1 1 1 1

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680403 いきいき子育て講座開催事業
様式1-2

平成14年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

家庭の教育力の向上を図るため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成18年12月に教育基本法の改正され「家庭
教育」が第10条に明記された。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

特に課題・意見はない

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 家庭教育は親の自主性を尊重しながら、地方公共団体は学習機会の
提供等支援をするとしているため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる■

□

□

■

拡大

縮小
各保育園で対応が困難な場合もあるため、複数の園で参加者を募り
会場や駐車場の整った場所で行う。

できない

できる 追加

拡充

絞込み

■ ■

□

□
講座開催と同時に子育てに関する相談事業等を実施するなど。

□

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■

講座開催の簡易アンケートでは、役に立っているとする回答が90％
以上であり、これ以上の成果を求めることは難しい。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

育児相談（保健センター）、ぴょちゃん教室（子育て支援課）など類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 教育基本法第10条
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

680404No.
社会と次代を担う自立した人材の育成
安心して子どもを産み、育てられるまち
家庭教育の充実

家庭教育地域活動推進事業 主管課名

課長名

教育行政課

鈴木 正憲

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

家庭・地域・学校の３者が連携して家庭教育を推進する。
(1)事業の概要

(26年度に実施

(5)活動指標

10 8 10

①協議会の設置
②事業計画・予算の承認
③事業等の実施(中部小ふれあいトライアングル事業、「子育て支援地域交流会」西三河地区推進大会への参加
）
④報告書作成

10 10

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

事業数 件

27年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

地域の人口
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

地域の人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
事業に参加し地域等での家庭教育のあり方を考え実行する

事業参加者数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

教育力を高めてもらう
思春期家庭教育講座の参加者数 人
家庭教育学級の参加者数 人
いきいき子育て講座の参加者アンケート回答数 件

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値
10

25 26 27 28 29 30
件

単位
①
②
③

5,600 5,600 5,300 5,300 5,300

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人 5,300

2,500 2,500 2,300 2,300 2,300人 2,300

358 295 360 360 360人
人
件

360
917 1,005 1,000 1,000 1,000 1,000
722 785 730 730 730 730

296 300 300 300 300

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 05 05

(11)コスト
事業費
Ａ

年度目標値年度目標値年度目標値年度計画値年度実績値年度実績値25 26 27 28 29 30年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額) 300
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

296 300 300 300 300 300
1,327 687 687 687 687 687千円

125 2 200 1 200 1 200 1 200 1 200 1
400

× × × × × ×

138 108 108 108 108 108
1,761 1,095 1,095 1,095 1,095

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1,095
0人

A＋B＋C
0 0 0 0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成27

･･･数値は(9)

年度（ 26 年度実施分）
様式1-1 平成 27 年 10 月 30 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 680404 家庭教育地域活動推進事業
様式1-2

平成21年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

家庭の教育力の向上を図るため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

平成18年12月に教育基本法が改正され「家庭
教育」が第10条に明記された

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

小学校区ごとに行うため、いくつかの行政区と調整する必要がある
。

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？
※1-(7)の成果指標を向上させ
ることはできませんか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 家庭教育は親の自主性を尊重しながら、地方公共団体は学習機会の
提供等支援をすることとしているため

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

■

□

地域・家庭・学校の連携を図るためのきっかけづくりをしているた
め、事業を廃止した場合は連携が見込めない。

できる

できない

■

□
地域の理解を得て協力体制を確立する。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 教育基本法第10条
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する
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